
 平成28年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【今年度要求のポイント】

【経過（～27年度）】 【28年度】 【今後予定（29年度～）】

: - 1 -

除却等 4,010

移転等 8,300

キャンペーン(パンフ作成・配布）

1-7
局・課名

事業費（千円）

期間

事業名 がけ地近接住宅除却・移転推進事業

： 建築都市局・耐震化推進室
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
事業区分 ： 新規・拡充

平成28年度要求額平成26年度決算額

制度創設 継続して事業を実施

平成27年度予算額

802千円×５

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

12,750

主な要求内容 （単位：千円）
項目 27年度予算

事業

概要

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律第9条の土砂災害特別警戒区域内に指定前から存
在する住宅の除却・移転を推進することにより、がけ崩れによ
る被害をあらかじめ防止する。

28年度要求額

関連事業：

内容・積算等

440

特別警戒区域内に指定前から存在する住宅の除却費用への
補助及び区域外に住宅を新築又は購入する借入金の利子に
補助を行う。

対象住戸数70戸超
　（耐震性能を有する住宅の待受壁設置は耐震改修補助の拡充で対応）

・特別警戒区域内に一部又は全部が存在する住宅の除却補助
　　　　1住戸802千円を限度(国費基準）

・特別警戒区域内の住宅を除却し、区域外に新たに住宅を新築または購入
　する費用の借入金の利子に補助する。
　　　　1住戸あたり4,150千円（建物3,190千円、土地960千円）を限度とする。
　　　（ただし、元利均等年賦償還　18年償還の利子相当額以内であること。）

債務負担行為

4,150千円×２

　H　～　H

005017整理番号

合計 0 12,750

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

大阪府が土砂災害特別警戒
区域を指定


